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はじめに

わが国は、資源を国に集中させることで、画一

的な財政運営を行ってきた。その結果、経済的成

果をあげ、先進国の仲間入りを果たした。しかし

ながら、経済的成果をあげたいま、国民のニーズ

の多様化や高齢化社会などへの対応が、政府に期

待されるようになった。その期待に応えるために、

多様性を重視した財政運営、地域に根ざした財政

運営の必要性が指摘されている。特に、地方分権

には、それを実現させるものとして期待が大きい。

地方分権とは、街づくりや福祉といった身近な行

政に対して、地域住民が主体性をもって担えるよ

うに、国から地方自治体に権限を移すことである。

すなわち、それぞれの地域に必要な地方公共サー

ビスは、地域の判断と責任のもとで供給され、国

と地方自治体の役割分担が明確化される。その結

果、地域住民のニーズにあった地方公共サービス

が効率的に供給されると期待されている。なぜな

ら、地方自治体の財政責任が明確化され、地域住

民にコスト意識が働くからである。地方分権に

よって地方自治体の役割が明確化された後に、

地方税とはどうあるべきであろうか。本稿では、

地方分権に対応した地方税のあり方について検討

する。まず次節で、地方財政の実態を把握しよう。

１　地方財政の実態

受益と負担の乖離

地方公共サービスの財源は、地域住民が直接負

担することが望ましい。なぜなら、財政移転が大

きいと、地方自治体の主体性を弱めるからである。

さらに、地域住民のコスト意識が弱まることで財

政錯覚が生じ、地方公共サービスへの過大な要求

を招くからである。このように、地方財政の健全

性を保つためには、地域住民が直接負担する地方

税の比率を高め、受益と負担の乖離を縮小するこ

とが必要である。それでは、実際の地方財政は、

どのように運営されているのであろうか。図１を

見れば、わが国の租税収入のなかで、地方税が占

める割合は４０％程度で、国税のそれは６０％程度で

ある。近年、地方税の割合が上昇傾向にあるのは、

国税収入の落ち込みによるところが大きい。国税

収入の落ち込みは、景気動向に左右されやすい法

人所得への依存度が高いためである。しかしなが

ら、わが国の歳出構造を見れば、国の歳出よりも

地方自治体のそれは大きいと言われている。図２

を見れば、国の歳出がGDP比で１０％程度である

のに対し、地方自治体のそれは２０％にも達する。

すなわち、地方自治体の租税収入は国の半分であ

るが、地方自治体の仕事は国の二倍である。
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このような地方財政は、他の先進国と比較して

どのような特徴があるのだろうか。表１を見れば、

わが国の地方税は、国民所得比で９．２％の水準に

ある。この規模はイギリスの６．５％を上回り、連

邦国家と比較しても見劣りしない。また、地方歳

出においても、わが国はGDP比で１９．０％の水準

にある。この規模は連邦国家を凌ぐほどで、わが

国の地方自治体の仕事は多いと言える。しかしな

がら、このような事実を見て、わが国では地方分

権が実現していると解釈することは妥当であろう

か。わが国の特徴は、税収段階で国と地方の比率

が６１：３９であるのに対し、歳出段階でそれが

３５：６５と逆転してしまうことにある。このような

逆転は、強固な中央集権のもとで実施された財政

移転によるものである。この乖離の大きさによっ

て、わが国の地方自治体は財政責任を弱め、地域

住民は財政錯覚に陥るのである。

図１　租税収入の配分

資料：国民経済計算年報（内閣府） 地方財政統計年報（総務省）
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図２　政府支出の規模(対GDP比)

資料：国民経済計算年報（内閣府） 地方財政統計年報（総務省）
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三割自治

税源配分と歳出配分の乖離は、国から地方自治

体への財政移転によって埋め合わされる。図３を

見れば、地方自治体の歳入のうち地方税は３０～

４０％程度で、それ以外の収入源として、地方交付

税、国庫支出金、地方債が大きな比重を占めてい

る。８０年代後半以降、地方交付税は国庫支出金を

上回るようになり、財政移転の最たるものとなっ

た。また、９０年代以降、地方債への依存度が急激

に拡大している。これは、幾重にも打ち出された

景気対策の地方負担分として、地方債が発行され

たためである。地方債とは基本的には地方自治体

が負う債務であるが、地方債の元利払いの一部が

地方交付税の基準財政需要額に算入されるため、

地方債の増加は、後年度の地方交付税の増加を意

味する。したがって、地方債の発行も、財政移転

の手段として実施されている側面が強いと言える。

このように、わが国の地方自治体は財政移転に大

きく依存し、地域住民の直接負担である地方税は

３０％程度に過ぎない。この地方財政の実態は３割

表１　財政規模の国際比較（１９９７年度）

注：『国民経済計算年報』（内閣府），『主要国の地方財政制度』（財務省）をもとに作成。イギリスは１９９６年度である。

単一制 連邦制

日本 イギリス フランス アメリカ ドイツ

租税負担率 国（連邦） 14.2％ 30.2％ 15.2％ 14.8％ 15.2％

（国民所得比） 地方 9.2％ 6.5％ 10.9％ 14.4％ 10.9％

国：地方 61％：39％ 82％：18％ 58％：42％ 51％：49％ 58％：42％

歳出規模 国（連邦） 10.3％ 21.1％ 11.6％ 9.5％ 11.6％

（GDP比） 地方 19.0％ 9.4％ 14.7％ 16.8％ 14.7％

国：地方 35％：65％ 69％：31％ 44％：56％ 36％：64％ 44％：56％

図３　地方政府の歳入構成

資料：国民経済計算年報（内閣府） 地方財政統計年報（総務省）
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自治と言われることがある。３割自治とは、地方

自治体には歳入の３割程度の地方税しかないとい

う意味である。ところが、個々の地方自治体を見

ると、地方税の割合は多様である。表２を見れば、

地方税の割合が１０％の県や１％の町村が存在して

いる。３割自治どころか、１割自治や１分自治と

いった状況である。これほどの財源を国に頼った

状況では、地方自治体が主体性を発揮することは

容易ではなく、地方自治が機能する余地は少ない。

地方税の法人偏重

表３を見れば、１９９９年度の市町村税は、２０兆

４，３９９億円（地方税収の５８．４％）である。一方で、

道府県税は１４兆５，８６３億円（同４１．６％）である。

市町村税で最も構成比が高いのは固定資産税で、

市町村税のうち４５．６％を占める。固定資産税とは、

土地や家屋の所有者に課される税で、課税対象は

土地、家屋、償却資産に分けられる。評価額は固

定資産評価基準に基づいて市町村長が決定し、標

準税率は１．４％である。次いで構成比が高いのは

市町村民税で、４０．９％を占める。市町村民税は、

個人均等割、個人所得割、法人均等割、法人税割

に分けられる。個人均等割は、市町村の人口規模

に応じて２千円、２．５千円、３千円である。個人

所得割は、課税所得に応じて３％、８％、１０％で

ある。法人均等割は、資本金と従業員数に応じて

５万円～３００万円である。法人税割は、国税であ

る法人税額を課税標準として１２．３％である。一方、

道府県税で最も構成比が高いのは事業税で、道府

県税のうち２７．０％を占める。事業税とは、事業所

得あるいは収入金額に課される税で、事業の種類

に応じて５．６％～１１％である。次いで構成比が高

表２　｢地方税／歳入｣の上位１０団体と下位１０団体（１９９９年度）

資料：『地方財政統計年報』（総務省），『市町村別決算状況調』（総務省）

市町村 都道府県

順位 自治体 地方税／歳入 順位 自治体 地方税／歳入

1 刈羽村　　（新潟県） 74％ 1 東京都 62％
2 田尻町　　（大阪府） 72％ 2 神奈川県 50％
3 川越町　　（三重県） 72％ 3 愛知県 47％
4 三芳町　　（埼玉県） 70％ 4 大阪府 42％
5 知多市　　（愛知県） 70％ 5 千葉県 38％
6 湯沢町　　（新潟県） 69％ 6 埼玉県 36％
7 神栖町　　（茨城県） 69％ 7 静岡県 34％
8 飛島村　　（愛知県） 68％ 8 福岡県 33％
9 女川町　　（宮城県） 68％ 9 京都府 31％
10 幸田町　　（愛知県） 67％ 10 宮城県 29％
3243 大和村　　（鹿児島県） 2％ 38 岩手県 14％
3244 渡名喜村　（沖繩県） 2％ 39 青森県 14％
3245 布施村　　（島根県） 2％ 40 鹿児島県 14％
3246 鹿島村　　（鹿児島県） 2％ 41 長崎県 14％
3247 魚島村　　（愛媛県） 2％ 42 秋田県 14％
3248 御蔵島村　（東京都） 1％ 43 沖縄県 14％
3249 十島村　　（鹿児島県） 1％ 44 徳島県 13％
3250 富山村　　（愛知県） 1％ 45 鳥取県 13％
3251 高島町　　（長崎県） 1％ 46 高知県 11％
3252 三島村　　（鹿児島県） 1％ 47 島根県 10％
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表３　地方税収入の構成比（％）

資料：『地方財政白書』（総務省）

いのは道府県民税で、２４．８％を占める。道府県民

税は、個人均等割、個人所得割、法人均等割、法

人税割、利子割に分けられる。個人均等割は、人

口規模に関係なく１千円である。個人所得割は、

課税所得に応じて２％、３％である。法人均等割

は、資本金と従業員数に応じて２万円～８０万円で

ある。法人税割は、国税である法人税額を課税標

準として５％である。利子割は、利子所得を課税

標準として５％である。ところで、１９８９年度と１９

９９年度を比較すれば、法人関係二税（法人住民

税、法人事業税）が極度に落ち込んでいることが

わかる。この落ち込みは法人企業の業績低迷によ

るもので、法人所得課税の不安定性を示している。

このようなわが国の地方税体系は、他の先進国

と比較してどのような特徴があるだろうか。表４

を見れば、多くの国々で、地方税は固定資産を課

税ベースにしていることがわかる。特に、イギリ

スは、固定資産に大きく依存している。一方で、

スウェーデンでは、個人所得に大きく依存してい

る。すなわち、地方税の税源は固定資産か個人所

得が中心的な存在で、法人所得に依存しているの

は、わが国だけである。このように、わが国の地

方財政は、受益と負担の乖離が大きいことだけが

問題ではなく、法人に依存した租税構造にも問題

が内在する。なぜなら、法人は投票権をもたない

ため、地方自治体は法人に対して財政責任を果た

す誘因が阻害される。また、法人課税はその負担

の帰着が不明確あるため、地域住民の財政錯覚を

助長する可能性がある。

わが国の地方財政の問題は、地方自治体レベル

で受益と負担が乖離していることと、地方税の法

人依存度が高いことにある。地方税とは、そもそ

も、どのように課税されるべきであろうか。次節

で、地方税の租税原則について整理する。

市町村税 道府県税
区分 1989年度 1999年度 区分 1989年度 1999年度

市町村民税（個人分） 34.8％ 30.8％ 道府県民税（個人分） 15.7％ 16.9％
市町村民税（法人分） 19.7％ 10.1％ 道府県民税（法人税） 7.8％ 5.2％
固定資産税 33.4％ 45.6％ 道府県民税（利子割） 5.9％ 2.6％
都市計画税 5.3％ 6.7％ 事業税（個人分） 1.4％ 1.6％
その他 6.8％ 6.8％ 事業税（法人分） 42.9％ 25.4％

地方消費税 － 17.0％
自動車税 8.1％ 12.0％
その他 18.2％ 19.3％

総額 17.0兆円 20.4兆円 総額 14.8兆円 14.6兆円

表４　単一国家における地方政府の税源構成（％）

資料：『Revenue Statistics』（OECD）

所得・利潤
固定資産 一般消費 個別消費 利用料 その他

個人 法人

1975 1998 1975 1998 1975 1998 1975 1998 1975 1998 1975 1998 1975 1998 1975 1998

日本 54.8 47.2 26.3 26.5 28.5 20.7 24.9 31.1 － 7.1 15.1 8.5 4.9 5.2 0.2 1.0

イギリス － － － － － － 100 99.5 － － － － － － － 0.5

フランス － － － － － － 46.0 50.6 － － 4.8 6.2 3.2 4.0 46.0 39.1

オランダ 15.4 － 15.4 － － － 54.2 62.8 － － 2.7 1.4 27.7 35.7 － －

スウェーデン 99.6 100 91.5 100 8.2 － － － － － 0.3 － 0.1 － － －



２　租税原則から評価した地方法人課税

租税とはいかにあるべきであろうか。国税であ

ろうと地方税であろうと、租税には、一般的に考

慮されるべき原則がある。その一般原則とは、公

平性、中立性、簡素である。第一の公平性とは、

経済的に等しい状態にあれば等しい税を負担し

（水平的公平）、経済的に異なる状態にあれば異な

る税を負担する（垂直的公平）という原則である。

例えば、所得水準や扶養家族の人数が全く同じ世

帯であれば同額の税負担が求められ、そうでない

ならば異なる税を負担することになる。第二の中

立性とは、市場経済で達成される資源配分をでき

るかぎり歪めないように課税するべきであるとい

う原則である。例えば、家計の労働供給や企業の

生産活動に対して、租税が影響を及ぼさないこと

が求められる。第三の簡素とは、徴税コストを出

来る限り小さく抑えなければならないという原則

である。公平性と中立性の観点から望ましい租税

でも、膨大な徴税コストを要するのであれば、そ

の租税は好ましくない。

地方税もこれらの一般原則が満たされることが

前提になるが、地方税に固有の租税原則も存在す

る。地方税の租税原則とは、応益性、安定性、普

遍性、負担分任性などがある。第一の応益性とは、

地方公共サービスの供給に関する費用負担は、そ

の便益に応じて負担することが望ましいという原

則である。地価に地方公共サービスの便益が反映

されているとすれば、固定資産税は、応益性の観

点からは好ましいと言える。第二の安定性とは、

税収が景気動向に左右されないで安定的に徴収で

きることが望ましいという原則である。これは、

地方公共サービスは経常的な支出が多いためであ

る。したがって、景気動向に大きく左右される法

人所得税は、表３にもあるように、安定性に欠け

る。第三の普遍性とは、どのような地域であって

も、十分な税収を確保できることが望ましいとい

う原則である。法人課税は、地域偏在が大きく普

遍性に欠ける。一方で、固定資産税あるいは個人

所得税（累進度の低い）は、普遍性の観点からは

好ましいと言える。第四の負担分任性とは、地方

公共サービスの供給に関する費用負担は、その地

域住民が皆で広く負担すべきであるという原則で

ある。これは、地域住民に地方自治を自覚させる

ためである。住民税の均等割は、負担分任性の観

点からは好ましいと言える。

もちろん、これらの租税原則を単一の税源で実

現することはできない。複数の税源で補完しなが

ら地方税体系を構築する必要がある。しかしなが

ら、これらの原則のなかでどれをより重視するか

は、時代背景にも応じて変貌するであろう。地方

分権が推進される状況下では、応益性や安定性と

いった租税原則がより重視されるべきである。な

ぜなら、応益性には税負担が反映されるし、生活

に身近な地方公共サービスの供給には安定性も不

可欠である。したがって、法人所得課税は、応益

性や安定性の観点からは地方税として不適当であ

ろう。一方で、土地などへの資産課税や累進度が

低い個人所得課税が、地方分権に対応した地方税

としては適当であると考えられる。

３　地方自治体の行動から評価した地方法人課税

わが国の地方税は、他の先進国と比較して法人

課税への依存度が高い。地方税の課税ベースとし

て法人を認めたままで、税率決定の権限が地方自

治体に移譲された場合、どのような事態を招くで

あろうか。国税として法人課税が全国一律に課さ

れるケースと、地方税として法人課税が地方自治

体の自由裁量で課されるケースとの違いは、財政

的外部性を発生させるかどうかである。すなわち、

地方自治体の租税政策は、その地域住民だけでは

なく非地域住民の厚生水準にも影響を及ぼす場合
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がある。この影響が、財政的外部性である。しか

しながら、地方自治体は、その地域住民の厚生水

準にのみ関心を向け意思決定を行うので、社会全

体で見れば好ましくない状況が起きる場合がある。

例えば、グローバル化が進展した状況下では、

企業は、地方自治体の行政区域を越えて自由に移

動できる。この場合、地方自治体は、課税ベース

（企業）の流入を企て、税率を引き下げる。それ

に応じて、近隣の地方自治体も、同様に税率を引

き下げることで課税ベースの流出を阻止しようと

する。このような地方自治体の行動は、租税競争

と呼ばれる。租税競争によって、企業は結果的に

地域間を移動しないで、当初より低い地方税率だ

けが実現する。すなわち、それぞれの地方自治体

が、それぞれの地域住民の厚生水準にのみ関心を

向けるため、地方税収が減少してしまい、地方公

共サービスの供給が過小となる事態が生じるの

である。

対称的なケースとして、企業は、地方自治体の

行政区域を越えて自由に移動できないとしよう。

例えば、観光資源や天然資源を生産要素とする企

業であれば、自由に移動できない。この場合、地

方自治体は、その企業に課税しても地域間を移動

しないことを見込んで、税率を引き上げる。すな

わち、移出される生産要素に課税することで、非

地域住民に転嫁することを意味する。このような

地方自治体の行動は、租税輸出と呼ばれる。租税

輸出によって、その地域の税負担が減少すること

で、地方公共サービスの供給が過大となる事態が

生じるのである。

このように、それぞれの地方自治体は、他地域

への財政的外部性を考慮しないで、地域住民の厚

生最大化を図るため、社会全体として効率的な公

共サービスの供給ができないことを意味する。す

なわち、企業が税負担の増加に直面した場合に、

その企業が税負担の低い地域に移動する状況では、

租税競争が発生する。あるいは、その企業が価格

に転嫁する状況では、租税輸出が発生する。そし

て、租税競争のもとでは、過小な地方税率が選択

され、社会的に過小な公共財が供給されるという

意味で非効率となる。一方、租税輸出のもとでは、

公共財価格が過小に評価され、社会的に過大な公

共財が供給されるという意味で非効率となる。こ

のように、地方税の課税ベースとして法人を認め

たままで、税率決定の権限が地方自治体に移譲さ

れた場合、社会全体としては望ましくない事態を

招く可能性がある。

４　まとめ

本稿では、地方分権に対応した地方税のあり方

について検討した。わが国の地方財政において、

第１の問題は、地方自治体レベルで受益と負担の

乖離が大きいことである。第２の問題は、地方税

の法人依存度が高いことである。地方税を拡充す

ることで、受益と負担の乖離を縮小させることが、

地方財政の健全性にとって重要であることは言う

までもない。なぜなら、それが乖離した状態では、

財政規律が機能しないからである。ただし、地方

税の拡充には、地方自治体に法人課税の裁量権を

与えないことが望まれる。なぜなら、地域間を移

動可能な法人に対しては税率の引き下げ競争が生

じ、地域間を移動不可能な法人に対しては税率の

引き上げ競争が生じる可能性がある。どちらの

ケースにおいても、社会的に最適な公共サービ

スの水準からは乖離する。要するに、地方分権を

推進するにあたって、法人課税に依存しないで地

方税を拡充することが重要である。

ところで、国と地方自治体の役割分担が明確化

され、公共サービスの供給主体として両政府が対

等の関係になる以上、両政府の税源は独立してい

ることが望ましい。なぜなら、われわれ有権者に

税負担の増加が要請された場合、両政府の税源が
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重複していれば、国による財政活動を賄うための

増税であるのか、地方自治体のための増税である

のかを識別できないからである。その結果、両政

府のあいだで財政責任の所在が不明確になる。さ

らに、地方税の拡充に、地域偏在度の大きい法人

課税で対応すれば、財政力格差の拡大を招く可能

性がある。したがって、抜本的に租税構造を改め

たうえで、地方税を拡充することが期待されるの

である。
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